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第１節 計画作成の趣旨

第１ 計画の目的

この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条の規定及び原子力災害対策特別措
置法（平成１１年法律第１５６号）に基づき、原子力事業所の事故等による放射性物質の拡散又は放射
線の影響に対して、東日本大震災における原子力災害等を教訓に、県、村、防災関係機関、原子
力事業者及び住民が相互に協力し、総合的かつ計画的な防災対策を講じて、住民の生命、身体及
び財産を保護することを目的とする。

第２ 定 義

次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
１ 「放射性物質」とは、原子力基本法第３条に規定する核燃料物質、核原料物質及び放射性同
位元素等による放射線障害の防止等に関する法律（以下「放射線障害防止法」という。）第２
条第２項に規定する放射性同位元素並びにこれらの物質により汚染されたものをいう。

２ 「原子力災害」とは、原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）第２条第１号
に規定する被害をいう。

３ 「原子力事業者」とは、原災法第２条第第３号に規定する事業者をいう。

４ 「原子力事業所」とは、原災法第２条第４号に規定する工場又は事業所をいう。

５ 「特定事象」とは、原災法第１０条第１項に規定する政令第４条第４項各号に掲げる事象をい
う。

６ 「原子力緊急事態」とは、原災法第２条第２号に規定する事態をいう。

第３ 計画の性格

この計画は、「宮田村地域防災計画」の「原子力災害対策」として、原子力災害に対処すべき事
項を中心に定める。
なお、この計画（原子力災害対策）に定めのない事項については、「宮田村地域防災計画（風水
害対策編、震災対策編）」による。

第４ 計画の修正

防災に関する学術的研究の成果や発生した災害の状況等に関する検討と併せ、その時々におけ
る防災上の重要課題を把握し、災害対策基本法第４２条の規定に基づき、必要に応じて修正を加え、
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本計画に的確に反映させて具体的な災害対策を行う。

第５ 計画の対象とする災害

長野県内には、原子力事業所が存在せず、また、他県にある原子力事業所に関する「防災対策
を重点的に充実すべき地域の範囲」にも村の地域は含まれていない。
次の各号に掲げる事故により、放射性物質又は放射線の影響が広範囲に及び、村内において放
射性物質等による緊急事態に伴う屋内退避又は避難が必要となったとき、そのおそれのあるとき
を想定して、災害に対する備え、応急対策及び復旧・復興を行う。

１ 国内の原子力施設の事故による災害

２ 周辺国の原子力施設の事故による災害

３ 核燃料物質等輸送中の事故による災害

第２節 防災の基本方針

村は、原子力事業所所在県（以下「所在県」という。）及び原子力事業所等からの情報収集及び
県との連絡体制を確保し、住民等への情報伝達体制、モニタリング体制、健康被害の防止、緊急
時における退避・避難活動等の原子力災害に対応した防災対策の強化を図る。

第３節 実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱

第１ 実施責任

１ 県
市町村を包括する広域的地方公共団体として、県の地域並びに県民の生命、身体及び財産を
災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等及び他の地方
公共団体の協力を得て防災活動を実施するとともに、市町村及び指定地方公共機関等が処理す
る防災に関する事務又は業務を助け、かつ、その総合調整を行う。

２ 村
住民の生命、身体及び財産を保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関等及び他の地
方公共団体の協力を得て防災活動を行う。

３ 原子力事業者
原子力事業者は、原災法第３条の規定に基づき、原子力災害の発生の防止に関し万全の措置
を講ずるとともに、原子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）の拡大の防止及び原子力
災害の復旧に関し、誠意を持って必要な措置を講ずる。
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４ 防災関係機関
指定地方行政機関、陸上自衛隊第１３普通科連隊、指定公共機関、指定地方公共機関及び公共
的団体等は、他の災害対策と同様に、相互に協力し、防災活動を実施又は支援をする。

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱

１ 県
（１） 放射性物質の拡散又は放射線の影響に関する情報等の伝達、災害の情報収集及び被害

調査に関すること。
（２） 所在県及び本県に隣接する県との連携に関すること。
（３） 原子力事業者、原子力防災専門官との連携に関すること。
（４） 自衛隊、国の専門家等の原子力災害派遣要請に関すること。
（５） 住民等の屋内退避、避難及び立入制限に関すること。
（６） 環境放射線モニタリング（以下「モニタリング」という。）等に関すること。
（７） 健康被害の防止に関すること。
（８） 飲料水、飲食物の摂取制限に関すること。
（９） 農林畜水産物の採取及び出荷制限に関すること。
（１０） 原子力防災に関する訓練の実施、知識の普及及び広報に関すること。
（１１） 汚染物質の除去等に関すること。
（１２） その他、原子力防災に関すること。

２ 村
（１） 放射性物質の拡散又は放射線の影響に関する情報等の伝達、災害の情報収集及び被害

調査に関すること。
（２） 住民等の屋内退避、避難及び立入制限に関すること。
（３） 環境放射線モニタリング等に関すること。
（４） 飲料水、飲食物の摂取制限に関すること。
（５） 農林畜水産物の採取及び出荷制限に関すること。
（６） 原子力防災に関する訓練の実施、知識の普及及び広報に関すること。
（７） 汚染物質の除去等に関すること。
（８） その他、原子力防災に関すること。

３ 原子力事業者各々（中部電力㈱、東京電力㈱等）
（１） 原子力施設の防災管理に関すること。
（２） 従業員等に対する教育、訓練に関すること。
（３） 関係機関に対する情報の提供に関すること。
（４） 放射線防護活動及び施設内の防災対策に関すること。
（５） 原子力防災対策の実施に必要な諸設備の整備に関すること。
（６） 原子力災害時における通報連絡体制の整備に関すること。
（７） 国、県、市町村及び関係機関の実施する防災対策活動に対する協力に関すること。
（８） 汚染物質の除去に関すること。
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第１節 基本方針

村は、災害発生時の放射性物質の拡散又は放射線の影響に対する応急対策が、迅速円滑に行わ
れるよう平常時から原子力防災の情報を収集するとともに、住民等に対し知識の普及及び啓発を
図る。

第２節 主な取組み

第１ 主な取組み

１ 平常時のモニタリング
村は、県と相互に連携しながら、災害発生時の影響評価に用いるための比較データを収集・
蓄積するため、平常時からモニタリングを計画的に実施する。

２ 屋内退避、避難誘導等の防護活動
（１） 広域的な避難に備えて他の市町村と避難所の相互提供等についての協議を行うほか、

県外避難を想定した市町村間での相互応援協定等の締結に図る。
（２） 放射線に対して防護効果の高いコンクリート建家を施設管理者等の同意を得て、退避

所及び避難所として指定する。

３ 健康被害の防止
県及び村は、人体に係る汚染検査体制の把握及び準備、医薬品の在庫状況やメーカーからの
供給見通しの把握を行う。

４ 知識の普及と啓発
（１） 住民・事業所等への普及と啓発
災害時に的確な行動をとるためには、平常時から原子力災害や放射能に対する正しい理解
を深めることが重要であることから、県及び原子力事業者等の協力を得て、「防災お出掛け講
座」等の機会を利用し、住民・事業所等に対して、次の各号に掲げる原子力防災に関する知
識の普及啓発を行う。
ア 放射性物質及び放射線の特性に関すること。
イ 原子力災害とその特殊性に関すること。
ウ 放射線よる健康被害、放射線防護に関すること。
エ 原子力災害時に県・村等が行う対策（対応）に関すること。
オ 原子力災害時の避難形態（屋内退避、避難）に関すること。
カ 原子力災害時に住民がとるべき行動及び留意事項に関すること。

（２） 教育機関等における普及と啓発
村教育委員会は、学校長等に対し、職員及び児童・生徒が災害発生時において適切な行動
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がとれるよう原子力防災に関する教育等を行うよう指導する。

（３） 村職員に対する知識の普及
次の各号に掲げる原子力防災に関する研修について、必要に応じて年１回を基準に計画す
る。
ア 村の原子力防災体制に関すること。
イ 放射性物質及び放射線の特性に関すること。
ウ 原子力災害とその特殊性に関すること。
エ 緊急時の伝達手段、広報に関すること。
オ 原子力災害時の避難実施要領に関すること。
カ 原子力災害時に住民がとるべき行動及び留意事項に関すること。
キ モニタリング等の測定方法、資材の取り扱いに関すること。
ク 放射線よる健康被害、放射線防護に関すること。
ケ 国・県の対策（対応）に関すること。

５ 原子力防災に関する訓練の実施
村は、宮田村総合防災訓練等において、必要に応じて原子力災害対応防災訓練を実施する。

（１） 緊急時モニタリング訓練
（２） 緊急被曝医療訓練
（３） その他、必要な訓練
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第１節 基本方針

村は、放射性物質の拡散又は放射線の影響から、住民の生命、身体、財産を保護するため、県、
防災関係機関と連携して、迅速的確な応急対策を実施する。
なお、大規模災害と原子力発電所に係る事故等が同時期に発生した場合には、情報収集・連絡
活動、モニタリング、屋内退避、避難誘導等の防護活動、緊急輸送活動等に支障が出る可能性が
あることを踏まえて対応する。

第２節 主な活動

原子力災害発生のおそれのあるとき又は災害が発生したときは、その状況のレベルに応じた活
動体制をとる。

第３節 活動の内容

第１ 村の体制

１ 活動体制
（１） 警戒本部の設置
ア 設置基準
村長は、次に掲げる場合、警戒本部を設置し、事故に関する情報収集及び情報提供を
行う。
（ア） 原子力事業所の事故により放射性物質又は放射線の影響が広範囲に及び、村内に

おいて屋内退避又は避難が必要となるおそれのあるとき。
（イ） その他村長が必要と認めたとき。
イ 組織及び運営
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第２節「災害情報の収集・連絡活動」及び、
第３節「非常参集職員の活動」第３ ４災害対策本部の設置に準じて行う。
ウ 所管事務
指示の徹底及び各部局の情報交換・対応の調整等を行う。

エ 警戒本部の廃止
概ね次の基準による。

（ア）災害対策本部が設置されたとき。
（イ）村長が村内において屋内退避又は避難のおそれがなくなったと認めたとき。

（２）災害対策本部の設置
ア 設置基準
村長は、次に掲げる状況になった場合、災害対策本部を設置する。
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（ア） 原子力事業所の事故により放射性物質又は放射線の影響が広範囲に及び、村内に
おいて原子力緊急事態に伴う屋内退避又は避難が必要となったとき、又はそのおそ
れがあるとき。

（イ）その他村長が必要と認めたとき。
イ 組織
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第２節「災害情報の収集・連絡活動」及び、
第３節「非常参集職員の活動」第３ ４災害対策本部の設置に準じて行う。
ウ 所管事務
宮田村災害対策本部条例に定める事務及び宮田村地域防災計画に定める事務を行う。

エ 災害対策本部の廃止
概ね次の基準による。

（ア） 村内において屋内退避又は避難の必要がなくなったとき。
（イ） 村長が、原子力災害に関する対策の必要がなくなったと認めたとき。

（３） 組織及び事務分掌
風水害対策編第３章「災害応急対策計画」第３節「非常参集職員の活動」第３ ３－（２）
伝達方法に準じるほか、次の表による。

事 務 分 掌班（課）部

１ 職員の被曝管理に関すること。
２ 避難所（村域外）の確保に関すること。
３ 村域外避難時の避難車両の確保及び輸送に関すること。
４ 避難経路の確保、避難誘導に関すること。

総 務 課
会 計 室
みらい創造課
議 会 事 務 局

総務部
出納部
企画部
議会部

１ 緊急時モニタリングの実施及び収集データの管理に関すること。
２ 放射性物質による汚染調査に関すること。
３ 県の実施する緊急時モニタリングに対する協力に関すること。

住 民 課
教 育 委 員 会

住民部
教育部

１ 要配慮者を安否確認に関すること。
２ 緊急被曝医療に関すること。
３ 農林畜水産物の摂取制限に関すること。

福 祉 課福祉部

１ 飲料水の採水・出荷制限、汚染調査等に関すること。建 設 課建設部

１ 農林畜水産物の出荷制限に関すること。
２ 県の実施する放射能濃度の測定に対する協力に関すること。

産業振興推進室産業部

第２ 住民等への情報伝達活動

１ 情報収集
（１） 原子力発電所で特定事象が発生した場合、原子力事業所、県及び関係機関に対し情報

の提供を求めるとともに、事故の状況、放射性物質の拡散状況等の情報収集活動を実施
し、村内への影響について判断する。
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（２） 原子力事業所の事故により放射性物質又は放射線の影響が広範囲に及び、村内におい
て原子力緊急事態宣言に係るに緊急事態応急対策実施区域になった場合、村は原子力災
害合同対策協議会へ職員を出席させ、原子力事業所の状況、モニタリング情報、住民の
屋内退避・避難等の状況及び国、所在県、県の緊急事態応急対策活動の状況を把握する
とともに、村が行う応急対策について必要な調整を行う。

（３） 長野地方気象台から原子力事業所の事故発生時の気象情報を収集し、気象の影響によ
る放射性物質の拡散状況を把握し、避難実施要領に反映する。

（４） 村は、県と連携を密にして、迅速に情報取集を行う。

２ 情報の伝達
（１） 迅速・的確な情報の伝達
村は、原子力事業所の事故により放射性物質の拡散又は放射線の影響が広範囲に及ぶおそ
れがあるときは、利用可能なあらゆる通信手段を活用し、住民に迅速、的確に情報を伝達す
る。

（２） 伝達する情報
提供するべき情報は、情報の発信元を明示し、事故の状況、避難の必要性、住民がとるべ
き行動、モニタリングの観測値等を広報する。

（３） 情報提供の継続
状況に変化がない場合においても情報を定期的に発信し、情報の空白時間をなくして住民
の不安を払拭する。

（４） 情報提供の留意事項
ア 国、県、関係機関と相互に連携し、情報を共有化し情報の一元化を図り、住民に情報
を伝達する。
イ 要配慮者及び一時滞在者等に、確実に情報が伝わるよう十分に配慮を行う。

（５） 住民等からの問い合わせに対する対応
村は、放射線に関する相談窓口を設置し、住民等からの健康相談、食品の安全等に関する
相談、農林畜水産物の生産等に関する相談等の問い合わせに対応する。

（６） 風評被害の未然防止
村は、報道機関の協力を得て、原子力災害に関する情報を広く村内外に向けて提供し、原
子力災害に伴う社会的混乱や風評被害の未然防止及び軽減を図る。
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（７） 住民への情報の伝達（概要図）

住

民

使用可能な

伝達手段により

伝達する。

指定公共機関

（放送事業者）
国

指定地方公共機関

（放送事業者）

駒ヶ根警察署

消 防 署

宮田村消防団

自主防災組織

エコーシティー・駒ヶ岳

防災行政無線

広 報 車

防災安全

情報メール

広報車・戸別訪問

広報車・戸別訪問

広報車・戸別訪問
警 鐘

電話・戸別訪問

放送・字幕

宮 田 村

県 放 送

放 送
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（９） 教育施設等への伝達（概要図）

村 長

宮田村子育て支援センター
うめっこらんど

こども館

小 学 校
中 学 校
保 育 園

宮田村防災安全情報メール

エコーシティー・駒ヶ岳

総 務 課

宮田村教育委員会

防 災 行 政 無 線

第３ モニタリング等

１ 緊急時のモニタリング
（１） 村は、原子力事業所の事故が発生した場合、直ちに緊急時モニタリング（第１段階）

を実施するとともに、県、原子力事業者が実施する緊急時モニタリングの情報を収集し、
その結果をとりまとめて住民に速やかに公表する。また防災関係機関に必要に応じ連
絡する。

（２） 緊急時モニタリングの実施要領

（３） 村は、県が実施するモニタリングが円滑に行われるよう協力する。

２ 放射能濃度の測定
（１） 村は、県が実施した放射能濃度の測定（水道水、降下物、下水等汚泥、廃棄物焼却灰、

流通食品、農林畜水産物、農地用土壌、家畜用飼料、肥料等）の結果を、住民に速やか

測定箇所内 容区 分

小学校
中学校

・原子力事業所の事故の直後から開始
・正確性より迅速性を重視

第１段階緊
急
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

村役場
老人福祉センター
村民会館

・事故の状態がある程度予測でき、放射
線の放出が停止又は減少しているとき
に実施
・正確性を重視

第２段階
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に公表する。

（２） 村は、県が実施する放射能濃度の測定が円滑に行われるよう協力する。また必要に応
じて放射能濃度の測定を有する機関等に測定を依頼する。

３ 健康被害防止対策の実施
県及び村は、人体に係るスクリーニング及び除染、医薬品の確保、健康相談を実施する。

第４ 屋内退避、避難誘導等の防護活動

１ 屋内退避・避難誘導
（１） 村は、村内において原子力緊急事態が宣言され原災法第１５条第３項に基づき内閣総理

大臣から屋内退避、避難に関する指示があった場合、住民の生命、身体を災害から保護
するため又は災害の拡大を防止するため、住民等に対して屋内退避又は避難の勧告、指
示を行う。

（２） 避難指示等を行う場合は、原子力災害発生の情報の分析を行うとともに、気象状況を
把握し、避難実施要領（国民保護計画 避難実施パターン参照）を策定し、住民に正確
な情報及び避難等の方法を明確に伝達して、心理的な動揺、混乱の防止を図る。

（３） 避難経路の選定に当たっては、風向き等の気象状況を十分考慮するとともに、要所に
避難誘導員を配置し住民を迅速に避難させる。

（４） 退避・避難のための立ち退きの指示等を行った場合は、警察、消防、消防団、自主防
災組織等と協力し、住民等の退避・避難の状況を的確に把握する。

（５） 指定された避難所以外で、放射線に対して防護効果の高いコンクリート建家について
は、災害に対する安全性を確認し、施設管理者等の同意を得た上で、退避所又は避難所
として開設する。

（６） 屋内退避・避難の形態

判 断 の 基 準区 分

１ 屋外に移動するより、屋内に留まる方が安全と判断される場合
２ 時間的に余裕のない場合
３ 外気との接触が危険な場合

屋 内 退 避
（応急避難）

１ 危険が予測される場合
２ その場に留まっていては危険な場合

村域内の避難

１ 広範囲に危険が予測される場合
２ 村域内に留まっていては危険な場合

村域外の避難
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（７） 屋内退避及び避難等に関する指標
「原子力災害対策指針（平成24年10月31日）」で示されている屋内退避及び避難等に関する
指標は次の表のとおり。

＊１ 「初期設定値」とは、緊急事態当初に用いる値であり、地上沈着した放射性核種組成
が明確になった時点で必要な場合には改定される。

＊２ 実際の適用に当たっては、空間放射線量率計測機器の設置場所における線量率と地
上１ｍでの線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補正する必要がある。

＊３ 「地域生産物」とは、放出された放射性物質により直接汚染される野外で生産された
食品であって、数週間以内に消費されるもの（例えば野菜、該当地域の牧草を食べ
た牛の乳）をいう。

＊４ 「一時移転」とは、緊急の避難が必要な場合と比較して空間放射線量率は低い地域で
はあるが、日常生活を継続した場合の無用の被ばくを低減するため、一定期間のう
ちに当該地域から離れるために実施する措置をいう。

（８） 避難誘導における優先順位は、放射線の影響を受けやすい者を優先し、次を基準とす
る。
① 乳幼児（保護者を含む。）、保育園児等（保護者を含む。）、妊婦
② 小中学生、高校生
③ ４０歳以下の住民
④ 上記以外の要配慮者（避難行動要支援者を含む。）
⑤ 上記以外の者

２ 村域外避難
村は、村域外に避難を行う必要が生じた場合は、他の市町村に対し収容先の供与及びその
他災害救助の実施に協力するよう要請する。この際、県に対して避難先の調整及び輸送ルー
トの調整を要請する。

防護措置の概要初期設定値＊1基準の概要

数時間内を目途に区域を
特定し、避難等を実施。
（移動が困難な者の一時
屋内退避を含む）

500μSv/h（地上１m
で計測した場合の空
間放射線量率＊2）

地表面からの放射線、再浮遊した放射性物質
の吸入、不注意な経口摂取による被ばく影響
を防止するため、住民等を数時間内に避難や
屋内退避等させるための基準

１日内を目途に区域を特
定し、地域生産物の摂取
を制限するとともに１週
間程度内に一時移転を実
施。

20μSv/h（地上１m
で計測した場合の空
間放射線量率）

地表面からの放射線、再浮遊した放射性物質
の吸入、不注意な経口摂取による被ばく影響
を防止するため、地域生産物＊3の摂取を制限
するとともに、住民等を１週間程度内に一時
移転＊4させるための基準

原
子
力
災
害
対
策
編

災
害
応
急
対
策

第

章

3



˙14̇

３ 避難所の開設・運営
風水害対策編第３章第12節「避難収容活動」を準用する。

４ 緊急輸送
風水害対策編第３章第10節「緊急輸送活動」を準用するほか、次による。

（１） 村は、緊急輸送の円滑な実施を確保するため、各交通輸送事業者及び県、他市町村等
に対して人員、車両等の支援を要請する。

（２） 各交通輸送事業者等の輸送能力を超える場合及び迅速な避難が必要な場合は、県に対
して自衛隊の災害派遣を要請する。

（３） 避難者の輸送に当たっては、県公安委員会及び警察から交通情報の提供を受ける。

第５ 摂取制限等

１ 飲料水、飲食物の摂取制限
村又は水道事業者は、国及び県からの指示があったとき又は放射線被曝から地域住民を防
護するために必要があると判断するときは、汚染水源の使用禁止、汚染飲料水の飲用禁止、
汚染飲食物の摂取制限等の必要な措置を行う。

２ 農林畜水産物の採取及び出荷制限
村は、国及び県からの指示があったとき又は放射線被曝から地域住民を防護するために必
要があると判断するときは、農林畜水産物の生産者、出荷機関及び市場の責任者等に汚染農
林畜水産物の採取、漁獲の禁止、出荷制限等必要な措置を行う。

３ 飲食物摂取制限に関する指標（厚生労働省令及び告示による）

放射性ヨウ素（混合核種の代表核種：Ｉ－１３１）対 象

３００ベクレル／キログラム以上
飲 料 水

牛 乳 ・ 乳 製 品

２，０００ベクレル／キログラム以上
野菜類（根菜・芋類を除く）、
穀類、肉、卵、魚、その他

（「原子力災害対策指針（平成24年10月31日）」より）

放射性セシウム対 象

１０ベクレル／キログラム以上飲 料 水

５０ベクレル／キログラム以上牛 乳

１００ベクレル／キログラム以上一 般 食 品

５０ベクレル／キログラム以上乳 児 用 食 品

（厚生労働省省令及び告示より）
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第６ 県外からの避難者受入れ活動

１ 緊急的な一時受入れ
（１） 必要に応じて村の保有する施設を一時的な避難所として、提供するとともに必要な災

害救助を実施する。
（２） 受入れに当たっては、要配慮者及びその家族を優先する。

２ 短期的な避難者の受入れ
（１） 被災自治体から避難者受入れの要請があった場合には、緊急的な一時受入れに準じて

村の施設で対応する。
（２） 村の施設で受入れが困難な場合、県と協議の上、村内の旅館・ホテル等を村が借り上

げて、避難所とする。

３ 中期的（６ヶ月から２年程度）な避難者の受入れ
（１） 避難者に対しては、村営住宅等への受入れを行う。また、村営住宅等の受入情報につ

いて提供を行う。
（２） 必要に応じて、民間賃貸住宅等を村が借り上げ、応急仮設住宅（２年間を限度）とし

て提供する。
（３）長期的に本村に居住する意向のある者については、住宅、仕事等の相談に対応する等の

定住支援を行う。

４ 避難者の生活支援及び情報提供
（１） 村は、村内に避難を希望する避難者に対しては、住まい、生活、医療、教育、介護等

の多様なニーズを把握し、必要な支援を行う。
（２） 村は、県を通じて避難者に関する情報を避難元県及び避難元市町村に対して情報を提

供する。
（３） 村は、県から提供された避難者に関する情報を活用し、避難元市町村からの情報及び

県・村が実施する避難者支援に関する情報を避難者に提供する。
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第１節 基本方針

村は、復旧・復興対策を行うため、国、県、原子力事業者、関係機関等と連携しながら、必要
な復旧・復興対策を行う。

第２節 活動の内容

第１ 活動の内容

１ 放射性物質による汚染の除去等
村は、国が示す除染の方針に沿って、国が実施する汚染廃棄物の処理及び除染作業に協力
するとともに、必要に応じて汚染廃棄物の処理及び除染作業を行う。

２ 各種制限措置の解除
県及び村は、災害時モニタリング等の調査、専門家の意見等を踏まえ、災害応急対策とし
て実施された屋内退避又は避難、立入制限、交通規制、飲料水・飲食物の摂取制限及び農林
畜水産物の採取・出荷制限等の各種制限措置の解除を行う。

３ 緊急時モニタリング（第２段階）の実施と公表
県及び村は、関係機関と協力して緊急時モニタリング（第２段階）を行い、その結果を速
やかに住民に公表する。

４ 風評被害の軽減
村は、報道機関等の協力を得て、原子力災害による風評被害等の未然防止及び影響を軽減
するため、国、県、関係機関等と協力して、農林水産業、地場産業等の適正な流通の促進、
観光客の減少防止のための広報活動を積極的に行う。

５ 健康相談体制
村は、心身の健康に関する相談窓口を開設し、相談に応じるとともに、正確な情報を提供
して、住民等の不安軽減を図る。


